
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 723-1 産学官民連携による交流や事業展開等の促進
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 05 商工費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

46 地元に魅力的な雇用の場をつくる
項 01 商工費

フォーラム・交流会開催回数 回
目標 ― 目標 ―

3 5
目 02 商工振興費 実績 2 実績 1

施　策 1 産学官民連携による交流や事業展開等の促進
細目 102 企業立地促進経費 目標 ― 目標

細々目 01 企業立地促進経費 実績 実績

基本計画該当頁 169 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 160200 評価者

氏　名
川崎末博 連絡先

22 - 9672 実績 実績

名称 産業振興部商工政策課 (内線) 2750

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市内に集積する薬事関連企業を含む市内企業および各種
団体

産学官民連携によるセミナーやフォーラムを開催し交流の場を設
けることにより、企業関係者の人的ネットワークを形成していくこと
により新たな事業展開や産学連携による起業などが促進される

フォーラム・交流会参加者数
開催回数ではなく多くの参加者集まる魅力
的なフォーラム開催としたい

人
目標 167 目標 174

181 188
実績 168 実績 151

共同研究を行う企業数
産学連携による新なた製品、技術の開発に
よる事業展開

社
目標 ー 目標 ー

ー 7
実績 ー 実績 ー

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
産学官民連携を図るため、大学の持つ知的財産などの情報を
得ることのできるフォーラムおよび大学と身近に接することので
きる交流会の開催

年度年度 平成

状
況
変
化
等

従来は県のメディカルバレー構想によるメディカルフォーラ
ムを開催していたが、メディカルに特化することなく多くの
参加者が見込めるようなテーマをもって開催する

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
拠点施設設置主体である市が施設の利用促進を図る上で三重大学、地元企業とともに連携することが重要である

有効性 3
三重大学拠点施設整備が現実となり、連携の必要性を感じている企業が増加しているが、研究会などの組織化にまで
至っていない。今後は組織化された研究会などとの連携により事業展開を検討しなければならない

達成度 4
フォーラム開催の効果が見えにくいものの、薬事関連に特化したメディカルフォーラムを見直し、まちづくりや環境も取り上
げ、地域の方が報告者となりテーマを増やしたことにより多数の参加者を得ることができた。

効率性 3
前年度まではメディカルフォーラムも別途開催して県の支援を受けていたが今年度はメディカルが主体でないため支援を
受けられず全額市負担となった。また、講師が遠方なため旅費等が高額になった。今後は講師等もコスト削減の方向で検
討したい。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

拡大

事業の方向性

比較的大きいフォーラムの開催だけではなく、三重大学との連携の可能性のあるテーマをもって、小規模の交流会などを数多く開催し
自主的な研究会を組織され、企画・運営できる受け皿の団体を育成する必要がある。今後は育成への支援が必要である

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
メディカルフォーラム伊賀 158 ＫＮＳ＆ＩＮＳコラボレーション 496 フォーラム＆交流会 448 フォーラム＆交流会 400 フォーラム＆交流会 350 フォーラム＆交流会 300
（印刷製本費等）

工事 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300 三重ＴＬＯ特別会員負担金 300

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 458 事業費計(A) 　 Σ 796 事業費計(A) 　 Σ 748 事業費計(A) 　 Σ 700 事業費計(A) 　 Σ 650 事業費計(A) 　 Σ 600

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 4,058 4,396 4,348 4,300 4,250 4,200

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 458 796 748 700 650 600

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 458 796 748 700 650 600
計 458 796 748 700 650 600

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	施策４６－１

